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2,000           

　

　

15,378           

92,481           配 水 及 び 給 水 費

2,000           

20           

令 和 ５ 年 度  　牧 之 原 市 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

982,929           

備　　　　　　　　考

水道事業収益

収  益  的  収  入  及  び  支  出

　 982,300           

10           

　

10           

受取利息及び配当金

380           

10           

45,847           

営 業 外 収 益

　

営 業 収 益

項

収　　　入

目 予　　　　　定　　　　　額

目

619           

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

款

　

47,217           

　

雑 収 益 947           

項

1,010,241           

そ の 他 営 業 収 益

　

予　　    　定　    　　額

特 別 利 益

款

水道事業費用

　

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

固 定 資 産 売 却 益

支　　　出

予 備 費

710           

7,950           

268,300           

資 産 減 耗 費 6,338           

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

予 備 費

　

　

　

24,038           

　

減 価 償 却 費

　

備　　　　　　　　考

営 業 外 費 用

そ の 他 営 業 費 用

消 費 税

1,030,156           

43           

50           

984,203           営 業 費 用

556,776           

総 係 費

　

60,238           

受 託 工 事 費

　

原 水 費

雑 支 出

　

　

1
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2 そ の 他 負 担 金 19,349           

長期貸付金償還金

10           

項

消 火 栓 分 担 金

固定資産売却収入

0           

0           

10           

10           

備　　　　　　　　考目 予　　　    定　    　　額

固 定 資 産 売却 収入

長 期 貸 付 金償 還金

5,258           

支　　　出

　

5,280           

国 県 補 助 金

10           

工 事 負 担 金

資  本  的  収  入  及  び  支  出

補 助 金 返 還 金

目

工 事 負 担 金

固 定 資 産 購 入 費

資 本 的 収 入

国 県 補 助 金

90,000           

105,558           

90,000           

5,000           

　

建 設 改 良 費

　

その他資本的支出　

　

　

資 本 的 支 出

備　　　　　　　　考項

企 業 債

5,000           

0           

10,538           

19,349           

4,331           

133,801           

1,605           

　

収　　　入

款

加 入 分 担 金

その他資本的収入

企 業 債

予　　    　定　    　　額

417,858           

款

133,801           

264,708           

258,772           

　

量 水 器 費

企 業 債 償 還 金

配 水 施 設 費

　 企 業 債 償 還 金

2



千円

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 276

減価償却費 269,000

賞与引当金等の増減額 136

貸倒引当金の増減額 △ 1,945

長期前受金戻入 △ 45,847

受取利息及び配当金 △ 43

支払利息 15,378

固定資産除却費 6,088

未収金の増減額 △ 3,045

未払金の増減額 0

たな卸資産の増減額 250

小計 240,248

利息及び配当金の受取額 43

利息の支払額 △ 15,378

営業活動によるキャッシュ・フロー 224,913

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 245,281

無形固定資産の取得による支出 △ 19,349

長期貸付金の償還による収入 0

一般会計からの負担金による収入 5,290

国県補助金による収入 5,000

加入分担金による収入 4,780

国庫補助金の返還による支出 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 249,560

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

企業債による収入 90,000

企業債の償還による支出 △ 133,801

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 43,801

Ⅳ　資金増加額（又は減少額） △ 68,448

Ⅴ　資金期首残高 871,178

Ⅵ　資金期末残高 802,730

　令和５年度　牧之原市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和５年４月１日 から 令和６年３月３１日まで）

  ３



　１．総括

職 員 数

(人) 報 酬 給 料 職員手当 計

8（4） 2,629 35,182 23,561 61,372 10,934 72,306

8（3） 1,820 34,777 23,730 60,327 11,914 72,241

0（1） 809 405 △ 169 1,045 △ 980 65

　※職員数の（ ）内は、会計年度任用職員の外数

区 分 管理職手当 扶 養 手 当
特 殊 勤 務
手 当

住 居 手 当 通 勤 手 当
時間外勤務
手 当

児 童 手 当
期 末 勤 勉
手 当

管理職員特
別勤務手当

退職手当組
合 負 担 金

本年度 873 780 372 531 2,317 260 13,125 24 5,279

前年度 873 978 480 540 2,515 360 12,742 24 5,218

比 較 △ 198 △ 108 △ 9 △ 198 △ 100 383 61

　２．給料及び職員手当の増減額の明細

区分

備　　考合 計

単位：千円

職員の異動等

職員の異動等

単位：千円

説明

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

その他の増減分

制度改正に伴う増減分

405

△ 169
職員
手当

増減事由別内訳

その他の増減分

405

給料

△ 169

増減額

給　与　費　明　細　書

職 員
手当の
内 訳

給 与 費
区 分

本 年 度

前 年 度

比　　較

共 済 費

単位：千円
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　３．給料及び職員手当の状況

　　（１）　職員１人当たり給与

40歳 0月

38歳 4月

　　（２）　初任給

高 校 卒

大 学 卒

　　（３）　級別職員数

級 職員数 (人) 構成比 (％) 級 職員数 (人) 構成比 (％)

７ 級 ４ 級

６ 級 1 14.3 ３ 級

５ 級 0 0.0 ２ 級

４ 級 2 28.6 １ 級

３ 級 2 28.6

２ 級 0.0

１ 級 2 28.5

計 7 100 計 0 0

７ 級 ４ 級

６ 級 1 14.3 ３ 級

５ 級 0 0.0 ２ 級

４ 級 2 28.6 １ 級

３ 級 2 28.6

２ 級 1 14.3

１ 級 2 28.5

計 8 114 計 0 0

（級別の標準的な職務内容）

区　　　分 ７    級 ６    級 ５    級 ４    級 ３    級 ２級 １級

参　　事 総括主任
副 参 事
課　　長 主    任

技能労務職

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平 均 年 齢 （ 歳 ）

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

令和5年1月1日現在

令和4年1月1日現在

区 分
一般行政職 技能労務職

一般行政職 部　　長 主    幹 主    査 主    事総括主幹

287,813

323,729

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職区 分

令和5年1月1日現在

―

―

―

304,071

342,232

一 般 行 政 職 (円) 技 能 労 務 職 (円)

国 の 制 度
区 分

令和4年1月1日現在

一 般 行 政 職 (円) 技 能 労 務 職 (円)

―

―

―

151,900

185,200

154,600

185,200

151,900 154,600

平 均 年 齢 （ 歳 ）
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　　（４）　昇給

合計 一般行政職

(Ａ) (人) 7 7

(Ｂ) (人) 7 7

２号給 (人)

４号給 (人) 7 7

６号給 (人)

８号給 (人)

(％) 100% 100%

(Ａ) (人) 8 8

(Ｂ) (人) 8 8

２号給 (人) 1 1

４号給 (人) 7 7

６号給 (人)

８号給 (人)

(％) 100% 100%

　　（５）　期末手当・勤勉手当

 職制上の段階、職務の
級等による加算措置

有

有

有

　　（６）　定年退職及び定年前早期退職に係る退職手当

35年勤続の者 その他の
(月分) 加算措置等

定年前早期
退職特例措置

定年前早期
退職特例措置

　　（７）　特殊勤務手当

(％)

　　（８）　その他の手当

区 分 技能労務職

本

年

度

職　　員　　数

昇給に係る職員数

号 給 数 別 内 訳

比　率　(Ｂ) ／ (Ａ)

前

年

度

職　　員　　数

昇給に係る職員数

号 給 数 別 内 訳

比　率　(Ｂ) ／ (Ａ)

区分
支給期別支給率

支給率計 備 考
６月(月分) 12月(月分) （月分）

本 年 度 2.200 2.200 4.400

前 年 度 2.150 2.150 4.300

47.709 47.709

国の制度 2.200 2.200 4.400

区分 20年勤続の者 25年勤続の者 最高限度

一般行政職区分

0.0

備 考
(月分) (月分) (月分)

支給率等 24.586875 33.27075

国の制度 24.586875 33.27075 47.709 47.709
(支給率等)

0.0

0.0

0.0

(％)

給与総額に対する比率

支給対象職員の比率
（令和5年1月1日現在）

0.0

住 居 手 当 同じ

通 勤 手 当 同じ

代表的な特殊勤務手当の名称

全　職　種 技能労務職

扶 養 手 当 同じ

区 分 国の制度との異同 差　異　の　内　容

0.0
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１ 円 円 円 円

(1)

イ 土地 0 235,571,703

ロ 建物 69,668,582

減価償却累計額 △ 27,691,214 41,977,368

ハ 構築物 12,157,956,789

減価償却累計額 △ 5,895,014,115 6,262,942,674

ニ 機械及び装置 905,500,552

減価償却累計額 △ 703,754,318 201,746,234

ホ 車両及び運搬具 12,799,888

減価償却累計額 △ 12,315,701 484,187

ヘ 工具器具及び備品 32,211,255

減価償却累計額 △ 31,577,494 633,761

ト 建設仮勘定 74,708,085

6,818,064,012

(2) 19,349,000

19,349,000

(3)

イ 長期貸付金 0

0

6,837,413,012

２

(1) 802,729,318

(2) 24,989,190

△ 3,590,994 21,398,196

(3) 4,843,153

828,970,667

7,666,383,679　資 　　産　 　合 　　計

 現  金  預  金

 未    収    金

 貸 倒 引 当 金

 貯   蔵   品

流  動  資  産  合  計

無 形 固 定 資 産

無形固定資産合計

投 資

投　 資 　合 　計

固  定  資  産  合  計

流  動  資  産

令 和 ５ 年 度　牧 之 原 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（　令　和　６　年　３　月　３１　日　）

資  産  の  部

固  定  資  産

有 形 固 定 資 産

有形固定資産合計
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４

(1) 2,165,487,938

(2) 1,034,769

2,166,522,707

５

(1) 121,913,921

(2) 0

(3) 5,257,000

(4) 4,418,024

　 131,588,945

６

(1) 2,327,519,399

(2) △ 1,269,188,337

1,058,331,062

3,356,442,714

７

(1) 3,816,414,039

3,816,414,039

８  剰  余  金

(1)

イ 受贈財産評価額 1,655,640

ロ 寄付金 0

ハ 工事負担金 153,463,177

ニ 消火栓分担金 4,450,000

ホ 加入分担金 63,474,973

ヘ 国県補助金 13,650,000

236,693,790

(2)

イ 減債積立金 0

ロ 利益積立金 20,000,000

ハ 建設改良積立金 230,057,513

ニ 災害準備積立金 6,500,000

ホ 当年度未処分利益剰余金 275,623

256,833,136

493,526,926

4,309,940,965

7,666,383,679

資 本 剰 余 金 合 計

 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰　余　金　合　計

　資　　本　　合　　計

　負　債　資　本　合　計

　負 　　債　 　合　　計

資  本  の  部

 資   本   金

 自  己  資  本  金

資  本  金  合  計

 資 本 剰 余 金

 預   り   金

流　動　負　債　合　計

 繰  延  収  益

 長 期 前 受 金

 収 益 化 累 計 額

繰　延　収　益　合　計

 修　繕　引　当　金

固　定　負　債　合　計

 流  動  負  債

 企　 業　 債

 未　 払 　金

 引   当   金

負  債  の  部

 固　定  負  債

 企 　業 　債
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会計処理に関する重要な事項の注記（令和５年度）

　   建物
　   構築物
　   機械及び装置
　   車輛運搬具
　   工具器具及び備品

いる。

　  １．引当金の取崩し

　当事業年度において、期末勤勉手当13,125,000円の支給にあたり、賞与引当金4,250,000円を取り崩す
予定である。

　当事業年度において、法定福利費10,934,000円の支出にあたり、法定福利費引当金871,000円を取り崩す
予定である。

　Ⅲ．セグメント情報に関する注記
　　１．報告セグメントの概要は、水道事業のみを運営しており、報告セグメントが一つのため、記載は省略した。

　　２．報告セグメントごとの営業収益等は、報告セグメントが一つのため、記載は省略した。

　Ⅳ．その他の注記
　　１．修繕引当金に関する経過措置

　　　平成26年３月31日以前において計上されている修繕引当金については、引き続き従前の例により取り崩すこととする。

　　（１）賞与引当金

　　（２）法定福利費引当金

　　（４）貸倒引当金
　　　　 債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒率等による回収不能見込額を計上している。

　　５．消費税及び地方消費税の会計処理
　　　  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式による。

　Ⅱ．貸借対照表等関連

　　（２）賞与引当金
　　　　 職員の期末勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に
　　　属する額を計上している。

　　（３）法定福利費引当金
　　　　 職員の期末勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当事業年度における支給見込額に基づき、当
　　　事業年度の負担に属する額を計上している。

　　４．引当金の計上方法
　  （１）退職給付引当金
　　　　   当市は、退職手当組合に加入しており、水道事業会計は一般会計を通じて、当該組合に掛金を拠出してい
　　　  るが、一般会計との取り決めにより、水道事業会計が一般会計に対して負担金を拠出して以降の追加負担金
　　  　は全額一般会計において措置することとなっているため、水道事業会計においては退職給付引当金を計上せ
　　　 ず、 拠出時に費用処理を行っている。

　　４年～　６年
　　４年～２０年

　　３．重要なリースの処理方法
　　  　   所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

　　　　  ・減価償却の方法　定額法
　　　  　・主な耐用年数

　　６年～５０年
　　５年～６０年
　　６年～２０年

　Ⅰ.重要な会計方針
　  　平成26年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

　　１．たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　　  貯蔵品　個別法による原価法

　　２．固定資産の減価償却の方法
　　　  有形固定資産
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　　　 千円 　　　　千円 　　               千円

1 　

 （１）

 （２）

 （３）

2 　

 （１）

 （２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

3 　

 （１）

（２）

（３）

 （４）

4 　

 
（１）

（２）

5

（１）

6

（１）

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 0

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 3,834

特 別 損 失

そ の 他 特 別 損 失 0 0 9

当 年 度 純 利 益 3,834

経 常 利 益 3,825

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 9 9

営 業 外 費 用

支払利息及び企業債取扱諸費 17,541

雑 支 出 710 18,251 28,394

長 期 前 受 金 戻 入 45,293

雑 収 益 910 46,645

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 62

他 会 計 補 助 金 380

そ の 他 営 業 費 用 73 921,597

営 業 利 益 △ 24,569

減 価 償 却 費 268,900

資 産 減 耗 費 3,500

受 託 工 事 費 19

総 係 費 57,163

営 業 費 用

原 水 費 511,530

配 水 及 び 給 水 費 80,412

受 託 工 事 収 益 9
そ の 他 営 業 収 益 1,019 897,028

令 和 ４ 年 度　 牧 之 原 市 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書

　　　　　　（ 令 和 ４ 年 ４ 月 １ 日 から 令 和 ５ 年 ３ 月 ３１ 日 まで ）  　　（税抜き）

営 業 収 益

給 水 収 益 896,000
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１ 円 円 円 円

(1)

イ 土地 0 235,571,703

ロ 建物 69,668,582

減価償却累計額 △ 26,206,214 43,462,368

ハ 構築物 11,948,005,211

減価償却累計額 △ 5,655,523,581 6,292,481,630

ニ 機械及び装置 884,582,787

減価償却累計額 △ 684,082,752 200,500,035

ホ 車両及び運搬具 12,799,888

減価償却累計額 △ 12,014,433 785,455

ヘ 工具器具及び備品 30,752,164

減価償却累計額 △ 29,310,810 1,441,354

ト 建設仮勘定 73,629,226

6,847,871,771

(2) 0

0

(3)

イ 長期貸付金 0

0

6,847,871,771

２

(1) 871,177,520

(2) 21,943,988

△ 5,535,994 16,407,994

(3) 5,093,153

892,678,667

7,740,550,438

令 和 ４ 年 度　牧 之 原 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（　令　和　５　年　３　月　３１　日　）

資  産  の  部

固  定  資  産

有 形 固 定 資 産

有形固定資産合計

無 形 固 定 資 産

無形固定資産合計

投 資

投　 資 　合 　計

固  定  資  産  合  計

流  動  資  産

 現  金  預  金

 未    収    金

 貸 倒 引 当 金

 貯   蔵   品

流  動  資  産  合  計

　資 　　産　 　合　　計
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４

(1) 2,197,502,771

(2) 1,034,769

2,198,537,540

５

(1) 133,700,088

(2) 0

(3) 5,121,000

(4) 4,418,024

　 143,239,112

６

(1) 2,312,449,399

(2) △ 1,223,340,955

1,089,108,444

3,430,885,096

７

(1) 3,816,414,039

3,816,414,039

８  剰  余  金

(1)

イ 受贈財産評価額 1,655,640

ロ 寄付金 0

ハ 工事負担金 153,463,177

ニ 消火栓分担金 4,450,000

ホ 加入分担金 63,474,973

ヘ 国県補助金 13,650,000

236,693,790

(2)

イ 減債積立金 0

ロ 利益積立金 20,000,000

ハ 建設改良積立金 226,223,704

ニ 災害準備積立金 6,500,000

ホ 当年度未処分利益剰余金 3,833,809

256,557,513

493,251,303

4,309,665,342

7,740,550,438

負  債  の  部

 固　定  負  債

 企 　業 　債

 修　繕　引　当　金

固　定　負　債　合　計

 流  動  負  債

 企　 業　 債

 未　 払 　金

 引   当   金

 預   り   金

流　動　負　債　合　計

 繰  延  収  益

 長 期 前 受 金

 収 益 化 累 計 額

繰　延　収　益　合　計

　負 　　債　 　合　　計

資  本  の  部

 資   本   金

 自  己  資  本  金

資  本  金  合  計

 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰　余　金　合　計

　資　　本　　合　　計

　負　債　資　本　合　計
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会計処理に関する重要な事項の注記（令和４年度）

　   建物
　   構築物
　   機械及び装置
　   車輛運搬具
　   工具器具及び備品

いる。

　  １．引当金の取崩し

　当事業年度において、期末勤勉手当12,742,000円の支給にあたり、賞与引当金8,288,394円を取り崩す
予定である。

　当事業年度において、法定福利費11,914,000円の支出にあたり、法定福利費引当金2,102,855円を取り崩す
予定である。

　　１．報告セグメントの概要は、水道事業のみを運営しており、報告セグメントが一つのため、記載は省略した。

　　２．報告セグメントごとの営業収益等は、報告セグメントが一つのため、記載は省略した。

　Ⅳ．その他の注記
　　１．修繕引当金に関する経過措置

　　　平成26年３月31日以前において計上されている修繕引当金については、引き続き従前の例により取り崩すこととする。

　Ⅱ．貸借対照表等関連

　　　属する額を計上している。

　　（３）法定福利費引当金
　　　　 職員の期末勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当事業年度における支給見込額に基づき、当
　　　事業年度の負担に属する額を計上している。

　　（１）賞与引当金

　　（４）貸倒引当金
　　　　 債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒率等による回収不能見込額を計上している。

　　５．消費税及び地方消費税の会計処理
　　　  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式による。

　　　　   当市は、退職手当組合に加入しており、水道事業会計は一般会計を通じて、当該組合に掛金を拠出してい
　　　  るが、一般会計との取り決めにより、水道事業会計が一般会計に対して負担金を拠出して以降の追加負担金
　　  　は全額一般会計において措置することとなっているため、水道事業会計においては退職給付引当金を計上せ
　　　 ず、 拠出時に費用処理を行っている。

　　（２）賞与引当金
　　　　 職員の期末勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に

　　４年～２０年

　　３．重要なリースの処理方法
　　　  所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

　　４．引当金の計上方法
　  （１）退職給付引当金

　　５年～６０年
　　６年～２０年
　　４年～　６年

　　（２）法定福利費引当金

　Ⅰ.重要な会計方針
　  　平成26年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

　　１．たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　　  貯蔵品　個別法による原価法

　　２．固定資産の減価償却の方法
　　　  有形固定資産
　　　　  ・減価償却の方法　定額法
　　　  　・主な耐用年数

　　６年～５０年
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収　　入

1 △ 3,300 

2 0 

3 △ 404 

△ 3,704 

1 △ 19 

2 0 

3 554 

4 0 

535 

1 0 

0 

令和５年度  牧之原市水道事業会計当初予算実施計画説明書 

収　益　的　収　入　及　び　支　出

計 10 10 

固定資産売却益 10 10 

（款）　１　水道事業収益

目 本年度予定額 前年度予定額 比　　　較

計 47,217 46,682 

雑  収  益 947 947 

長期前受金戻入 45,847 45,293 

他会計補助金 380 380 

受取利息及び配当金 43 62 

（款）　１　水道事業収益

目 本年度予定額 前年度予定額 比　　　較

計 982,929 986,633 

その他営業収益 619 1,023 

982,300 985,600 

受託工事収益 10 10 

目 本年度予定額 前年度予定額 比　　　較

給水収益

（款）　１　水道事業収益 1,030,156

14



(単位:千円)

前年度予定額 比　　　較

1 985,600 △ 3,300 

1 10 0 

1 10 0 

2 981 △ 420 

3 32 16 

前年度予定額 比　　　較

1 62 △ 19 

2 0 0 

1 380 0 

1 45,293 554 

1 10 0 

2 937 0 

前年度予定額 比　　　較

1 10 0 

（項）　３　特別利益

982,929（項）　１　営業収益

47,217

固定資産売却益

説　　　　　　　　　　　明

10

区　　　　　分 本年度予定額

固定資産売却益 10 

節

その他雑収益 937 原子力立地給付金・コピー代等

不用品売却収益 10 材料等の不用品売却

長期前受金戻入 45,847 長期前受金の戻入

貸付金利息 0 

他会計補助金 380 児童手当繰入金

説　　　　　　　　　　　明
区　　　　　分 本年度予定額

預金利息 43 定期預金利息

節

（項）　２　営業外収益

雑収益 48 施工標代等

手数料 561 設計・竣工検査手数料等

材料売却収益 10 給水装置材料売却

水道料金 982,300 

修繕工事収益 10 

水道使用料

節
説　　　　　　　　　　　明

区　　　　　分 本年度予定額
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支　　出

1,010,241

1 △ 5,907 

  

2 6,251 

   

   

   

　   

   

　   

   

　   

   

   

　   

　   

　   

　   

   

　   

　   

　   

　   

3 0 

　   　   

受託工事費 20 20 

　   

　   

　   

　   

   

　   

　   

　   

　   

   

   

　   

   

　   

   

　   

   

   

   

配水及び給水費 92,481 86,230 

 

原　水　費 556,776 562,683 

目 本年度予定額 前年度予定額 比　　　較

（款）　１　水道事業費用

16



(単位:千円)

前年度予定額 比　　　較

1 66 0 

2 受水費 562,617 △ 5,907 360,591

196,119

1 11,163 △ 5,620 

2 5,647 △ 2,288 3,303

 56

3 3,261 △ 1,737 

4 1,322 △ 644 

5 280 △ 141 

6 115 0 

7 50 0 

8 596 △ 225 

9 609 63 

10 10 0 

11 3,927 △ 112 

12 26,994 8,536 

13 14 0 

14 633 △ 33 

15 17,545 0 

16 10 0 

17 10,956 8,452 

18 2,948 0 

19 150 0 

1 10 0 

2 10 0 

984,203（項）　１　営業費用

工事請負費 10 配水管・連合管の受託移設工事費

材料費 10 修繕工事材料費

材料費 150 配水管維持管理の資材費

路面復旧費 2,948 修繕工事の路面復旧

動力費 19,408 増圧ポンプ電気料等

補償費 10 

修繕費 17,545 配水管・給水管　漏水･維持修理等

賃借料 600 配水池・管路の敷地借地料等

手数料 14 保菌検査

委託料 35,530 水質検査委託料、量水器取替業務委託料等

通信運搬費 3,815 配水池テレメーター通信費等

印刷製本費 10 工事用図面印刷代等

燃料費 672 公用車ガソリン代

備消耗品費 371 配水管維持管理用消耗品代

被服費 50 作業服代

旅費 115 普通旅費

法定福利費引当金繰入額 139 R6.6月分賞与分の引当

賞与引当金繰入額 678 R6.6月分賞与分の引当

法定福利費 1,524 共済組合負担金等

 通勤手当

手当 3,359 扶養手当、期末手当等

給料 5,543 工務係職員2人分

556,710 県企業局西部事務所

大井川広域水道企業団

区　　　　　分 本年度予定額

動力費 66 堀之内水源電灯代

節
説　　　　　　　　　　　明
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4 1,345 

　   

   

   

　   

　   

   

　   

　   

　   

　   

　   

　   

　   

　   

　   

　   

　   

　   

　   

　   

　   

　   

5 △ 600 

　   

6 2,838 

　   

7 △ 23 

3,904 計 984,203 980,299 

その他営業費用 50 73 

　   

資産減耗費 6,338 3,500 

減価償却費 268,300 268,900 

　   

　   

　   

　   

　   

　   

　   

　   

　   

　   

　   

　   

　   

　   

　   

　   

　   

　   

   

　   

　   

   

総  係　費 60,238 58,893 

   

前年度予定額 比　　　較

　   

（款）　１　水道事業費用

目 本年度予定額
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(単位:千円)

前年度予定額 比　　　較

1 17,945 402 

2 10,272 △ 107 9,878

 287

3 1,820 809 

4 6,107 △ 683 

5 2,262 79 

6 449 10 

7 87 0 

8 10 0 

9 40 0 

10 587 0 

11 99 0 

12 1,050 134 

13 956 120 

14 7,562 184 

15 30 0 

16 3,811 427 

17 4,307 0 

18 50 0 

19 10 0 

20 10 0 

21 347 0 

22 520 △ 23 

23 562 △ 7 

1 268,900 △ 600 

　

1 3,250 2,838 

2 250 0 

1 73 △ 23 

　

18,347 

（項）　１　営業費用

本年度予定額

給料

区　　　　　分

　 　

雑支出 50 公用車重量税等

たな卸資産減耗費 250 貯蔵品材料等の減耗

固定資産除却費 6,088 配水管布設替に伴う埋設配水管等の除却

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

268,300 建物、構築物、機械装置等の減価償却費

貸倒引当金繰入額 555 貸倒懸念債権の引当

保険料 497 公用車自賠責保険、水道賠償保険料等

会費負担金 347 日本水道協会会費、研修会負担金

食糧費 10 

補償費 10 

修繕費 50 事務機器修理費

賃借料 4,307 水道会計システム及びＯＡ機器等の借上料

手数料 4,238 OA機器等の保守料及び口座振替手数料等

使用料 30 有料道路通行料等

委託料 7,746 検針業務委託料・職員健康診断委託料

通信運搬費 1,076 納付書郵送料等

印刷製本費 1,184 納付書・封筒等の印刷代

光熱水費 99 事務所水道、ガス代

備消耗品費 587 事務用品

被服費 40 作業服代

報償費 10 　

旅費 87 普通旅費

法定福利費引当金繰入額 459 R6.6月分賞与分の引当

賞与引当金繰入額 2,341 R6.6月分賞与分の引当

法定福利費 5,424 共済組合負担金等

 通勤手当

報酬 2,629 会計年度任用職員2人分

節

業務係職員5人分（課長+職員3+会計1）

手当 10,165 扶養手当、期末手当等

説　　　　　　　　　　　明
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1 △ 2,163 

2 0 

3 1,830 

△ 333 

   

1 0 

0 計 2,000 2,000 

予  備  費 2,000 2,000 

（款）　１　水道事業費用

目 本年度予定額 前年度予定額 比　　　較

   

計 24,038 24,371 

消  費  税 7,950 6,120 

  

雑  支  出 710 710 

支払利息及び企業債
取扱諸費

15,378 17,541 

（款）　１　水道事業費用

目 本年度予定額 前年度予定額 比　　　較
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(単位:千円)

前年度予定額 比　　　較

1 17,541 △ 2,163 

1 10 0 

2 700 0 

1 6,120 1,830 

　

　

前年度予定額 比　　　較

1 2,000 0 

 

24,038（項）　２　営業外費用

2,000（項）　３　予　備　費

   

説　　　　　　　　　　　明
区　　　　　分 本年度予定額

予備費 2,000  

節

　 　 　

　 　 　

消費税 7,950 消費税の精算による支払

その他の雑支出 700 過年度水道料金減免更正等

不用品売却原価 10 　

区　　　　　分 本年度予定額

企業債利息 15,378 
企業債借入金支払利息
（財務省・地方公共団体金融機構）

節
説　　　　　　　　　　　明
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収　　入

105,558

1 △ 30,000 

90,000 120,000 △ 30,000 

1 4,990 

5,000 10 4,990 

1 0 

10 10 0 

1 0 

0 0 0 

1 0 

10 10 0 

1 3,740 

2 638 

4,378 

資　本　的　収　入　及　び　支　出

計 10,538 6,160 

加入分担金 5,258 4,620 

消火栓分担金 5,280 1,540 

（款）　１　資本的収入

目 本年度予定額 前年度予定額 比　　　較

計

固定資産売却収入 10 10 

（款）　１　資本的収入

目 本年度予定額 前年度予定額 比　　　較

計

長期貸付金償還金 0 0 

（款）　１　資本的収入

目 本年度予定額 前年度予定額 比　　　較

計

工事負担金 10 10 

（款）　１　資本的収入

目 本年度予定額 前年度予定額 比　　　較

計

国県補助金 5,000 10 

（款）　１　資本的収入

目 本年度予定額 前年度予定額 比　　　較

計

企  業  債 90,000 120,000 

（款）　１　資本的収入

目 本年度予定額 前年度予定額 比　　　較

22



(単位:千円)

前年度予定額 比　　　較

1 120,000 △ 30,000 

 

前年度予定額 比　　　較

1 10 4,990 

 

前年度予定額 比　　　較

1 10 0 

 

前年度予定額 比　　　較

1 0 0 

 

前年度予定額 比　　　較

1 10 0 

 

前年度予定額 比　　　較

1 1,540 3,740 

1 4,620 638 

　

0 

工事負担金 10 

国県補助金 5,000 

企業債 90,000 

（項）　５　固定資産売却収入

　  

加入分担金 5,258 給水装置の新設等分担金

説　　　　　　　　　　　明
区　　　　　分 本年度予定額

消火栓分担金 5,280 消火栓設置に伴う防災課からの繰出金（6基分）

節

10,538（項）　６　その他資本的収入

  

説　　　　　　　　　　　明
区　　　　　分 本年度予定額

固定資産売却収入 10 固定資産売却収入

節

10

  

説　　　　　　　　　　　明
区　　　　　分 本年度予定額

節

0（項）　４　長期貸付金償還金

長期貸付金償還金

  

説　　　　　　　　　　　明
区　　　　　分 本年度予定額

節

10（項）　３　工事負担金

  

説　　　　　　　　　　　明
区　　　　　分 本年度予定額

生活基盤施設耐震化等補助金事業

節

5,000（項）　２　国県補助金

  

説　　　　　　　　　　　明
区　　　　　分 本年度予定額

老朽管布設替工事の借入

節

90,000（項）　１　企　業　債
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支　　出

417,858

1 △ 20,200 

　   

   

2 △ 5,863 

3 1,605 

△ 24,458 

1 　 6,389 

　 6,389 

1 　 0 

2 19,349 

　 19,349 計 19,349 0 

比　　　較

0 

補助金返還金 0 0 

その他負担金 19,349 

（款）　１　資本的支出

目 本年度予定額 前年度予定額

計 133,801 127,412 

企業債償還金 133,801 127,412 

（款）　１　資本的支出

目 本年度予定額 前年度予定額 比　　　較

計 264,708 289,166 

固定資産購入費 1,605 0 

量水器費 4,331 10,194 

   

　   

配水施設費 258,772 278,972 

（款）　１　資本的支出

目 本年度予定額 前年度予定額 比　　　較
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(単位:千円)

前年度予定額 比　　　較

1 5,669 5,623 

2 3,561 2,101 5,474

 188

3 1,675 1,430 

4 666 691 

5 142 141 

6 30,008 △ 10,230 

7 700 0 

8 10 0 

9 236,541 △ 26,956 

10 0 7,000 

1 10,194 △ 5,863 

1 0 0 

2 0 1,605 

　

前年度予定額 比　　　較

1 127,412 6,389 

　

前年度予定額 比　　　較

1 0 0 

2 0 19,349 

　

19,349 榛南統合負担金

委託料 19,778 

（項）　１　建設改良費

　  

節

その他負担金

本年度予定額

19,349（項）　３　その他資本的支出

補助金返還金 0 

説　　　　　　　　　　　明
区　　　　　分

264,708

　  

説　　　　　　　　　　　明
区　　　　　分 本年度予定額

元金償還金 133,801 
企業債借入金元金償還金
（財務省・地方公共団体金融機構）

節

133,801（項）　２　企業債償還金

　

備品購入費 1,605 圧着機の購入費

車両運搬具購入費 0 

量水器費 4,331 新設・交換等の量水器

大井川広域水道企業団電気設備更新

補償費 10 電柱等移転補償費

工事請負費 209,585 配水管布設替等工事費

工事負担金 7,000 

老朽管布設替設計業務委託ほか

材料費 700 配水管布設等工事材料費等

法定福利費引当金繰入額 283 R6.6月分賞与分の引当

法定福利費 3,105 共済組合負担金等

賞与引当金繰入額 1,357 R6.6月分賞与分の引当

工務係職員3人分（職員2＋会計1）

手当 5,662 扶養手当、期末手当等

 通勤手当

区　　　　　分 本年度予定額

給料 11,292 

節
説　　　　　　　　　　　明
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国庫補助事業（生活基盤施設耐震化等補助金事業：重要給水施設補助事業）
（単位：千円）

番号 予 算 額

① 21,000

対象事業費の1/4補助

市単独事業（老朽管更新事業・更新計画に基づくもの）

番号 予 算 額

② 17,883

③ 38,953

④ 30,393

⑤ 47,356

市単独事業（施設更新事業）

番号 予 算 額

⑥ 24,000

市単独事業（連用管改善事業）

番号 予 算 額

⑦ 10,000

予備費

- 20,000

合計 209,585

工　事　概　要

電気・計装設備等の更新

　予備費 緊急工事等対応

施設更新計画に基づく更新

工　　　　事　　　　名 工　事　概　要

連用管解消に伴う布設替工事

市道片浜26号線他配水管布設替工事【計画A181・A182】 HPEφ50×230ｍ

市道菅ケ谷22号線他配水管布設替工事【計画A201・A202】 HPEφ75×600ｍ

市道菅ケ谷10号線他配水管布設替工事【計画A200】 HPEφ75×430ｍ

市道田下平城線配水管布設替工事【計画B64】
HPEφ100×553ｍ、HPEφ50
×109ｍ

工　　　　事　　　　名

工　　　　事　　　　名 工　事　概　要

白井本線配水管布設替工事【計画：A17】 HPEφ150×229ｍ

工　　　　事　　　　名 工　事　概　要

建　設　改　良　工　事　一　覧　表
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